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わが同における最近の地域所得不平等

綿貫伸一郎

I はじめに

先進諸国と発展途上国との聞に見られる「南北問題」とともに， 一国の国

民経済内部においても根強い地域間所得格差が存在することはよく知られてい

る九わが国においては，経済の高度成長が始ま勺た昭和30年代に，この地域

格業問題がと匂わけ注目をあびた2)。当時の問題意識は， 高度成長が地域間格

差を拡大させるかどうかというものであり，伊藤善市教授をはじめとする一連

の研究は I近年における高度成長にもかかわらず，地域間較差の拡大は徴弱

であったJ"と結論している。その後， 日本経済の高度成長が持続するなかで，

地域間所得格差が縮少の傾向をみせるにつれて，この問題に対する研究者の関

心は薄らいだようである。

ところで，地域間所得格差が問題とされる場合には，地域の平均所得水準が

比較の対象とされる。そしてこの平均所得が，その地域の経済的福祉水準のお

おまかな指標とみなされている。しかし，ある地域の経済的福祉の水準は，社

会資本のストックなど所得以外の多〈の要因に依存することは言うまでもない

が，問題を所得だけに限定しても，所得水準だけではなくその分配にも大きく

依存するはずである。たとえば，ある地域の平均所得水準が上昇し℃も，そり

地域内の所得分配が不平等化しておれば，その地域の経済的福祉が増大したか

どうかは 義的には判断できないであろう o それゆえ，経済成長が地域経済に

1) 地域間所得格差に関する最も包括的な研究と Lては Williamson[9Jが挙げられる。
2) 代表的な研究としては， 伊藤 (10)，[12)篠原[13)，(14J <!)他に酉阿久雄『地域問所得較差
の研究j (昭和41年〉があるが.この文献は残念ながら入手できなかった。

3) 伊藤 [11)125ベジ。
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与える影響は，地域間での所得格差の変動と地域内での所得分配の変化という

2つの側面から分析されるべきものである。

この小論では最近10年間の地域間所得格差と地域内所得不平等の動きを分析

する。資料としては『家計調査年報』の勤労者世帯の所得に関するデータを用

いた心。L-たがって， 問題とされているのは勤労者世帯だけであり農家世帯は

含まれない。また「地域」の単位には都道府県ではなく，全国を 9ブロヅクに

分けたものを用いている九

11 地域問所得格差

地域開所得格差の指標としては，地域の平均所得の最高値と最低値の開きを

みよう主する相対範四 (relativerange)と，各地域の平均所得の全国平均か

らの布離の程度を測定しようとする相対平均偏差 (relativemean deviation) 

や変動係数 (coo伍cientof variation)が用いられてきたn これらの尺度は，

第 z地域の平均所得をお，人口構成比を nj，地域数をN，全国の平均所得を

9として以下のように定義されるo

(1) 相対範囲 R渦

Rn=(max y，一miny，)/y 
(2) 相対平均偏差 M D

N 

MD=L:ly，-ylnJy 

(3) 変動係数 CV

N 

CV=[L; (y，-y)'n;]lI'/y 

N 

CV"w=[L;(y，-y)勺l/'/N・予

4) 勤労者世帯の所得止関するデータとし Cは「年間収入」と「実収入」の2つが利用できるが，
以下の分析には「年間収入」を利用している。

5) W家計調査』の採用している地域分類で注意すべき点は次の2点である。 111山梨県・長野県は
「関東」に含める。(，)新潟県は「北陸 jに含まれる。
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第 1 衰

家計所得 1人当たり所得 就業者 1人当たり所得

ぇ IMDlcvlc九 凡 I cv I c九四 R悶 lcv I cv.. 

昭40 27.65 10.04 10.69 10.39 26.51 10.69 10.38 23.71 9.00 9日

41 28.24 9.86 10.68 10.53 26.55 10.41 9.72 28.59 10.02 10.47 . 

42 29.98 10.20 10.80 10.80 29.64 11.52 11.34 24.25 10.85 11.51 

43 20.78 6.81 7.52 8.09 19.67 7.23 7.10 19.47 7.53 7.50 

44 16.61 5.48 6.12 6.48 17.71 6.43 6.47 16.78 6.33 6.89 

45 18.46 5.25 6.30 6.72 16.49 5.51 5.66 18.35 6.90 7.63 

46 22.41 6.21 7.44 7.47 16.59 6.41 6.18 22.26 8.03 7.97 

47 20.26 5.51 6.60 7.46 18.70 6.23 6.25 19.62 7.95 7.92 

48 20.20 6.76 7.47 8.47 17.75 6.91 7.31 26.16 9.34 10.66 

49 13.63 4.77 5.31 5.80 11.42 5.09 5.23 21.97 7.36 7.97 

50 11.15 3.78 4.37 3.92 12.25 4.03 3.43 23.38 7.31 8.22 

第 1 図
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ここで.cvはその地域の人口構成比でウヱイトをつけた変動係数 CV"W

はウヱイトをつけない変動係数である。

これらの諸指標によって昭和40年から50年までの10年間の地域開所得格差を

計算すると第 1表のようになる。これをグラフに示したのが第 l図である。

ζζ では 3種類の所得概念について地域間格差を計算してみた。 1人当たり

所得および就業者 1人当たり所得は，家計所得を家族人員数および 1世帯当た

りの有業人員数でそれぞれ割ったものである。

家計所得と 1人当たり所得の地域周格差係数は，類似した動きを示している。

ιの10年間につい Cみると，多少の上下変動は見られるものの傾向的には格差

は縮少していると言える。オイノレ・ショック以後り昭和49. 50年に格差が大き

く減少していることが注目される。これに対して，就業者 1人当たり所得の地

域格差の減少傾向は明確ではない。

家計所得および 1人当たり所得の格差が減少しているのに対 L. 就業者 1人

当たり所得の格差があまり減少していない事実を説明する要因として『家計調

査年報』のデータからわかることは 1世帯当たり有業人員数の変化tある。

就業者 1人当たり所得が高い北海道・関東・近畿では有業人員数の減少がみら

れ，逆に，東北・北陸・九州といった低所得地域では有業人員数が増加してい

る。この 1世帯当たり有業人員数の動きと，地域的なかたよりなく全国的に進

行している「核家族化」と呼ばれる 1世帯当たり家族人員数の減少から，就業

者 1人当たり所得の格差が他の 2つの所得格差の動きと〈いちがった事実が説

明されるであろう。

次に，地域格差係数の短期的な上下変動と景気循環との関係について見てみ

ょう。

地域所得として 1人当たりの県民分配所得を用いた研究では，昭和初年代の

地域格差の短期的な変動は景気循環に対応すると言われている叱成長率の高

い年には地域格差は拡大し，成長率の低い年には格差は縮少するというわけで

のたとえば，伊藤 (9)18-19へ山および篠原 [12)308ヘジ。
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ある。そこで，昭和40年代の地域所得格差の短期的な変動が成長率と関係があ

るかどうかを見てみよう。第2図は GNPの対前年増加率(実質f直〕と勤労

者世帯の年間収入の対前年増加率を家計所得の地域格差係数 cvとともに図

示したものであるo

第 2 図
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48 

実質 GNPの増加率と勤労者世帯の年間収入の増加率とは若干異なった動

きをしているがこのグラフからは， 両者とも地域格差係数 cvとの聞には明

確な関係は見出だせない。念のために単純相関係数を計算してみると，CVと

実質 GNP増加率との相関係数は R=0.65，勤労者世帯の年間収入増加率との

相関係数は R=-O.0225となる。つまり地域所得格差は GNP増加率とはE

の相関が認められるが，勤労者世帯の年間収入増加率とは無相関tある己とが

才コ由、る。

次に，地域格差係数の長期的な動きにつレて見てみよう o cvや MDりよ

うに人口構成比でウ=イトをつけた格差係数は，所得が不変でも人口構成比の
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ウz イ卜が変化すれば変動する。そ Lて確かに，この期間中の人口構成比の変

化は変動係数 cvの値を低下させる方向に作用している7)。しかL.人口構成

比によるウェイトをもたない cv.叫が cvとほとんど変らない動きを示し亡

いることから，地域所得格差縮少の主要因は，人口移動ではなく所得上昇であ

ると言える。つまり，この期間中，当初に所得水準の低い地域ほど所得の上昇

率が高かったことが地域所得格差を縮少させたのである。言うまでもなし東

北・四国・九州 ιいった低所得地域から関東・近畿方面への人口移動は，ーの

10年間も依然として続いており，この人口移動が地域の所得水準に両長白に影

響を与えることは十分に考えられる。しかし，格差係数の値を低下させたのは，

人口構成比の変化という人口移動の直接的な効果ではなく，低所得地域での所

得上昇なのである。

それではこの四年間に低所得地域ほど所得の成長率が高〈なった事実はどの

ように説明できるであろうか。考えられる要因としては，低所得地域での工業

化が進み，地域の産業構造が高所得地域のそれに接近したこ主，また低所得地

域から高所得地域への人口移動が低所得地域の所得上昇に有利に作用した ζ と

があげられる。

工業化の指標として地域の就業構成の変化に着昌しよう。地域の就業総人口

に占める第2次および第 3次産業従事者の比率を「工業化率」と呼ぶことにし

て，昭和40年から49年にかけての工業化率の変化を工業化指標町とする。昭

和40年から 5日年までの地域所得の年平均成長率 y をこの工業化指標町で説

明する回帰式を作ってみるとs)

7) 2つの時点、 t=Oとt=lとの聞の地域所得の分散の増加(も L<は減少〕は以下のように人
為的な分解が可能である。

写(Yil_yl)~n，l_ ~(y，C-Y')2nl=手。'jO-y~Y(niー吋〕

+手n，o[(y，' デアー(YtO_y"ア]十字く叫A一両目)[(y，l_y，)e_(y."-yo)21 

(ζ こで， 肩付き白添数O.ユは時点を示している。〉この式は 2時点闘での分散の変化が， 人口
構成比の変化(右辺り第1項〕と地域所得D変化(第2項〉および ζの2つD要因の相互作用
(第3項〕に分解できることを示している。この式の右辺の第1項を計算す'"日こ白期間中，
常に負値を取り，人口構成比の変化が地域所得の分散(したがって変動係数n勺を減少さぜる
方向iこ作用したことがわかる。 Willul1I踊Ofl，O.ρ o"t.，p. 37を参照。



わが国における最近白地域所得不平等

y= 0.3009x， + 3.2340 

(t=6.2003) 

R=O.9198 

(201) 81 

を得る。サYプノレ・サイズは 9と小さいが， この期間工業化の進んだ地域ほど

所得上昇率が高いと言えるようである。

次に人口移動であるが，いま問題としている勤労者世帯について言えば，人

口移動とは労働力移動である。したがって人口流入地域では就業人口増加率が

大き<，逆に，人口流出地域では就業人口増加率は低くなると考えられる。そ

こでこの期間の就業人口増加率勾で地域所得の年平均成長率 y を説明させ

ると

yニー0.1819x2十9.0903

(t= 5.4064) 

R=-0.898応

を得る。就業人口増加率の高い地域，つまり労働人口の流入が多い地域ほど所

得の成長率は低いということになる。

この所得成長率止労働人口移動土の関係は単純な新肯典派モデノレによる説明

と合致している尺 労働者は低賃金地域から高賃金地域へ移動する。そして資

本の限界生産性と賃金とが逆相関の関係にあれば，資本は労働とは逆の方向に

地域聞を移動する。したがって低賃金地域では資本・労働比率が上昇L 高賃

金地域では相対的に資本・労働比率が低下するから，低賃金地域の成長率が最

も高〈なる。資本の地域間移動を実証的に把握するのは困難であるが，人口移

動だけを考えても低賃金地域ほど成長率が高いことが証明される。

最後に， この2つの説明変数で地域所得の年平均成長率 y を説明すtる重回

帰をおこなってみると，

y二 O.l828x，-0.0891x2十3.2349 R=O.9535 

(2.5956) (2.0441) 

を得る。乙の 2つの説明変数のうち， どちらの寄与率が相対的に大きいかをみ

8) y は家計所得の年平均成長車である a

9) たとえば， I<ichuT品。n(5J pp. 50-53を事照せよ。
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るために回帰係数を標準化してみると X，と X2の標準化回帰係数はそれぞ

れ 0.5587と -0.4400で工業化率の変化の寄与率の方が高いと言える。

ITI 地域内所得不平等

ある地域内での所得分布が平等化したかどうかは， ローレγッ曲線が時系列

で内世!lに移動したかそれとも外側に移動したかによって判断される脚。そこで，

昭和40年から50年までの10年間に地域内所得分布が平等イじしたかどうかをロー

レンツ曲線によって調べてみると〔第2表〕のようになる11)。ただし 2つの

ローレ γ ツ曲線が交叉する場合には社会厚生関数り特定化のしかた次第で，平

等化したとも不平等化したとも判断できるが，ここではジニ係数によって合意

される判断をカりつを付けて示 Lておいた問。

第 2 裏

戸当?717|τ同叶寸-xIc訂

東
北 |xlolo|的 lx1mlx10|×|

関 東 x101010101 xl x 101 x 1 x 
北

東 海|× |Ol O l O |(×〕|(O)O1 l O |× 
近 畿の)Iololol(刈 10 1 x 1 (x) l-x-rC-;;) 
中 国 o1 (0) 1 (0) I (0) 1 0 I (;lTu-1 x I x 1 x 
四

九 川 10 1 0 1 x 1 (0) 1 0 1 x 1 0 I-(X) 1 x 1 x 
全 国 1x 1 0 101 0 1 0 1 x∞1∞ x 1 x 

(注) 0 平等化 × 不平等化
( )はローレソツ曲躍が安亙する場合

10) Atkin田 n [1)を重量闘争よ.

11) ここではロ レンツ曲線の五分位値を計算し，それを比較することにより判定をおこなった.
12) シニ係数を所得不平等の尺度として用いる際的問題点に関しては，綿貫 (16)を参照せよa
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この表から各地域とも昭和45年頃までは所得分布は平等化し，その後しばら

く一進一退をくり返しながら昭和49年以後各地域とも不平等化していることが

わかる。

ローレンツ曲線からは所得分布の平等化あるいは不平等化という変化の方向

だけしかわからないので，ジニ係数などの尺度を用いて所得不平等度を計測し

た結果を〔第3表〕に掲げた。

シニ係数の計算は，エノレミット補間 (Hermiteinterpolation)により所得階

級を20分{立に分けて計算した13)0 7トキンソ Y 係数 A とは，次のように定義

される所得不半等の尺度である1九

A= l-[I;(y;/μ)1-<・f(y，)]叩-，) ぞ宇1

A=lー[I;log(y;/μ)f(y，)] ε=1 

ここで， μ は分布全体の平均所得，y，は第 z階級の(平均〕所得，f(y，)は

y，の密度関数であるo

Q，jQ， (D"j D，) 止は家討を所得の低いものから順に枯べて五(十〕等分し

たときの第 1分位と第 5 (10)分位の所得シェアを比較したもので，最高分位

に属する家計は最低分位に属する家計の平均して何倍の所得を得ているかを示

す指標である。表中の不平等係数値に付けたカッコ内の数字は所得平等度の順

位である。

昭和40年から50年までの10年間の各地域の所得分布の動きは，昭和45年頃ま!

古平等化，その後昭和48年まで安定的に推移し.昭和49年以後大きく不平等伯

している。ただし北海道は例外で，昭和40年から48年まで上下変動をくり返すl

だけで不平等度低下の傾向は見られない。

次に，地域経済の所得分布の不平等度がその地域の所得水準または所得成長

率と関係があるかどうか調べてみよう。以下では不平等度の尺度としてはシユ

13) この計算法については， Gastwiτth=Glauberm四 (3J古参照せよ.
14) Atkinson， at. citを参照。
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第 3

a) ジニ係数

l北海道 i東 海

昭40 0.2057 (1) 0.2531 (5) 0.2560 (6) 02187 (2) 0.2485 (4) 

41 0.2275 (1) 0.2669 (9) 0.2623 (7) 0.2574 (6) 0.2564 (4) 

42 0.2113 (1) 0.2585 (9) 0.2548 (8) 0.2466 (5) 0.2508 (6) 

43 02281 (1) 0.2332 (3) 0.2401 (6) 0.2396【5) 0.2456 (9コ
44 0.2151 (1) 0.2370 (7) 0.2352 (6) 0.2202 (2) 0.2255 (3) 

45 0.21日5(1) 0.2447 (9) 0.2262 (5) 0.2212 (3) 0.2347 (7) 

46 0.2133仁1) 0.2414 (8) 0.2336 (4) 0.2377 (6) 0.2339 (5) 

47 0.2033 (1) 0.2499 (9) 0.2386 (7) 0.2312 (4) 0.2304 (3) 

48 0.2079 (1) 0.2468 (9) 0.2372 (4) 0.2427 (8) 0.2247 (3) 

49 0.2422【1) 0.2732正7) 0.2600 (5) 0.2771 (8) 0.2504 (2コ
50 0.2489 (1) 0.2999 (9) 0.2666 (4) 0.2678 (5) 02637 (3) 

b) アトキンソン係数(，=0.5)

! 北 海 道 |東 北|関 東|北 陸|東 海

昭40 0.0657 (1) 0.1日04(5) 0.1009 (6) O口723(2) 0.0947 (3) 

41 0.0803【1) 0.1121 (8) 0.1049 (7) 01011 (4) 0.1日39(6) 

42 0.0709 (1) 0.1036 (9) 0.0993 (6) 0日943(4) 0.1005 [7コ
43 0.0823 (2) 0.0878正4) 0口884(5) O口901(6) 0.0926 (7) 

44 O口731(1) 0.0883 (7つ 00856 (6) 0.0752 (2) ，0.0794 (4) 

45 0.0703 (1) 0.0920 (8) 0.0788 (4) 0.0777 (3) 0.0856 (7) 

46 0.0705 (1) 0.0913 (8) 0.0855 (5) 0.0892 (6) 0.0844 (4) 

47 0.0852 (1) 0.0986 (9) 0刷878(8) 0.0843 (5) 0.0820 (3) 

48 0.0656【11 0.0943 (9) 0.0857 (5) 0.0895 (7) 0.0777 (3) 

49 0.0901 (1) 0.1166 (8) 0.1044 (4) 0.1165 (7) 0口986(2) 

50 0.0966 (1) 0.1364 (9) 0.1107 (3) 0.1134 (5) 0.1115 (4) 
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表

近 畿|中 国|九 州|全 国

02605 (8) 0.2395 (3) 0.2563 (7) 0.2655 (9) 0.2570 

0.2565 (5) 0.2329 (2) 0.2661 (8コ 0.2469 (3) 0.2607 

0.2452 (4) 0.2321 (2) 0.2547 (7) 0.2368 (3) 0.2529 

0.2335 (4) 0.2283 (2) 0.2447 (7: 0.2453【8) 0.2417 

0.2258 (4) 0.2259 (5) 0.2482 (9コ 0.2451【8) 0.2332 

0.2281 (6) 0.2156 (2) 0.2245 (4コ 02408 (8) 0.2309 

0.2153 (2) 0.2194 (3) 0.2380 (7) 02478 (9) 0.2330 

0.2319 (5) 0.2123 (2) 0.2401 (8コ 0.2367【6) 0.2355 

0.2378 (5) 0.2211 (2コ 0.2415 (7) 0.2405【6) 0.2382 

0.2522 (3) 0.2586 (4) 0.2862 (9) 0.2611【6) 0.2610 

0.2568 (2) 0.2682 (6) 0.2914 (8コ 0.2780 (7) 0.2685 

近 州|全 国

0.1049 (8) 0.0967 (4) 0.1031 (7) 0.1137 (9) 0.1日37

0.1015 (5) 0.0877 (2) 0.1145 (9) 0.0982 (3) 0.1062 

0.0946 (5) 0.0862 (2) 0.1032 (8) 0.0911 (3) 0.1001 

0.0837 (3) 0.0818 (1) 0.0944 (8) 00958 (9) 0.09口8

0.0795 (5) 0.0785 (3) 0.1001 (9) 0.0961 (8) 。口854

0.0804 (6) 0.0724 (2) 0.0803 (5) 0.0929 (9) 0.0831 

0.0717 (2) 0.0762 (3) 0日904(7) 0口978(9) 0.0853 

。日834(4) 0.0737【2) 0.0880 (7) 0.0873 (6) 0.0866 

0.0856 (4) 0.0772 (2) 0.0882 (6) 00904 (8) 0.0870 

0.0989 (3) 0.1047 (5) 0.1270 (9) 0.1083 (6) 0.1059 

0.1029 (2) 01135 (6) 0.1339 (8) 0.1210 (7) 0.1128 
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c) アトキンソン係数 (ε=2.0)

|北海道|東 北 | 関 陸|東 海

昭岨|01mom 0.19日7(5) 0.1886 (4) 0.1370 (2) 0.1756 (3) 

41 I 0.1493 (1) 0.2153 (8) 0.1931 (5) 0.1909 (3) 0.2u2S (7) 

42 0.1369 (1) 0.1958 (7) 0.1893 (6) 0.1774 (3) 0.1988 (8) 

43 0.1557 (1) 0.1740 (5) 0.1665 (4) 0.1759 (7) 0.1757 (6) 

44 0.1443 (2) 0.1726 (7) 0.1626 (6) 0.1440 (1) 0.1539 (sJ 

45 0.1377 (1) 0.1779 [8) 0.1503 [3) 0.1551 [5) 0.1664 [7) 

46 0.1355 (1) 0.1789 (7) 0.1679 (5) 0.1765 (6) 0.1612 (4) 

47 0.1228 (1) 。.1934(9) 0.1669-C5J 0.1677 (6) 0.1553 (3) 

48 0.1248 (1) 0.1791 [9) 0.1609 (5) 0.1690 (7) 01439 (2) 

49 0.1624 (1) 0.2192 (8) 0.1972 (5) 0.2153 (7) 0.1890 (3) 

50 0.1743仁1) 0.2481 C.8) 0.2068 (3) 0.2160 (6) 0.2125 (5) 

d) 五分位所得比 (Q，/Q，)

|北海道|東 北 | 関 東| 北 陸 i東 海

昭40 2834 (1) ~_672 (町 2白15(5) 3.007 [2コ 3.466 (3) 

41 3.188仁1) 3.925 (8) 3.710 (7) 3.687 (6) 3.642 (4) 

42 2.955 (1) 3.704 (8) 3.581 (6) 3.479 (4) 3602 (7) 

43 3.094 (1) 3.320 [4) 3.344 (5) 3.455 (6) 3.456 (7コ
44 2.999 (1) 3.358 (7) 3271 (6) 3.066仁2) 3.130 (5) 

45 2.949 (1) 3.519 (9) 3.116 (3) 3.118 (4) 3.310 (7) 

46 2.917 (2) 3.490 (8) 3.269 (5) 3.384【6コ 3.240 (4) 

47 2.720【1) 3.616 (9) 3.340 (6) 3.277 (5) 3.211 (4) 

48 2.814 (1) 3.542【9) 3277 (5) 3.343 (7) 3.042 (2) 

49 3.331 (1) 4α19 (8) 3.718 (5) 3.974 (11 3.530 (2) 

50 3.441 (1) 4.547【8) 3.863 (逢〕 3.904 (5) 3.846 (3) 
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近 畿|中 州|全 国

0.1951 (6) 0.1993 (7) 0.2012 (8) 0.2220 (9) 0.1973 

0.1924 (4) 0.1740 (2) 0.2306 (9) 0.1959 (6) 0.2022 

0.1831 (4) 0.17日o(2) 0.2056 (9) 0.1844 (5) 0.1930 

0.1569 (2) 0.16日9(3) 0.1835 (8) 0.1889 (9) 01737 

0.1523【4) 0.1499 (3) 0.2027【9) 0.1907 (8) 0.1652 

0.1529 (4) 0.1407 (2) 0.1610 (6) 0.1827 (9) 0.16日9

0.1359 (2) 0.1521 (3) 0.1824 (8) 0.1937 (9) 0.1661 

0.1553 (3) 0.1510【2) 0.1693 (8) 0.1691 (7) 0.1654 

0.15日7(4) 0.15日9(3) 0.1633 (6) 0.1719 (8) 0.1631 

0.1881仁2) 0.1937 (4) 0.2389 (9) 0.2070 (6) 0.2003 

0.1927 (2) 0.2104 (4) 0.25G8 (9) 0.2216 (7) 0.2108 

近 畿|中 国 同 国 カJ 国

3.684 (7) 3.481 (4) 3.724 (8) 4.052 (9) 3694 

3.667 (5) 3.412 (2) 4.160 (9) 3.592 (3) 3.784 

3.484 (5) 3.314 (2) 3.730 (9) 3.417 (3) 3.630 

3.222 (3) 3.192 (2) 3.496 (8) 3.571 (9) 3.403 

3.123 (4) 3.103 (3) 3.656 (9) 3.586 (8) 3.273 

3.129 l5) 2.993 (2コ 3.187 (6) 3.486 (8) 3.234 

2.906 (1) 3.098 (3) 3.451 (7) 3380 (9) 3.279 

3.198 (3) 3.010 (2) 3.343 (7) 3.360 (8) 3.301 

3.273仁4) 3.095 (3) 3.320 (6) 3.420【8) 3.311 

3.575 (3) 3..34 (4) 4.251 (9) 3.801 (6) 3.731 

3.622 (2) 3.921 (6) 4.611 (9) 4.096 (7) 3.900 
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e) 十分位所得比 (D，"/D，)

!北海道|東 北| 関 東|北 陸|東 海

昭40 3.650 (1) 5.358 (7) 5.180 (4) 3.951 (2) 4.827 (3) 

11 4.330 (1) 5.859 (8) 5.264 (6) 5.068 (3) 5.289 (7コ
42 4.092 (1) 5316 (9) 5.002 (6) 4.964 (5コ 5.287 (8) 

43 4.430 (3) 4.830 (7) 4.599 (4) 4.772 (6) 4670 (5) 

41 4.065 (1) 4.689【7) 4.480 (6) 4.182 (2) 4.255 (4) 

45 3.960 (1) 4.683 (8) 4.216【4) 4.202 (3) 4.540 (7) 

46 3.871 (1) 4.729 (7) 4.543 (5) 4.742 (8) 

47 3.590 (1) 5.235【9) 4.616 (7) 4.502 (6) 4.427 (5) 

48 3.642 (1) 4.947 (9) 4.423 (ら〕 4.511 (7) 4.073 (2) 

49 4.543 (1) 6.008 (呂〕 5.326 (5) 5.614 (6) 

50 1.877 (1) 6.812 (8) 5.794 (3) 5.800 (4) 5.875 (6) 

係数を用いる。

経済成長が所得分配を平等化させるかどうかという問題意識から，平均所得

水準と不平等度の関係がよく問題になる。ポーカートは経済発展の初期には国

民経済の所得分布は不平等化するが，その後経済発展が進むにつれて所得分布

は平等化に向かい，したがって 1人当たり所得水準と不平等度Eは逆u字形

の関係があるとしづ事実を，時系列デ タだけでなく数十カ国の横断面データ

からも検証している凶。

地域の平均所得水準と所得不平等との聞にもポーカ トが検出したような逆

U字形の関保が見られるかどうかは興味ある問題である。しかしながらこの研

究で採用している全国を 9ブログクに分ける地域分類では，地域の平均所得水

準のパラツキは全国の平均所得を基準にして20~1O%の範囲内におさまってい

る16)0 地域の平均所得がもっと広い範囲に分散していな日れば，逆U字形の関

係ば見出だせないと推測されるが，実際に地域のヤ均所得とジニ係数値とを各

年次別にグ号フにプロヅトしてみても，両者の間に明確な関係は発見できない。

15) Paukert (4) 

16) [第1表〕の R司の値を参照のこと内



わが国における最近の地域所得不平等 (209) 89 

近 畿 1 中 国 1 四 国|九 州|全 国

5.334 (5) 5.336 (6) 5.373 (8) 6.119 (9) 5.388 

5.225 (5) 4.866 (2コ 5.94G (9) 5.138 (4) 5.496 

4:961 (4) 4.649 (2) 5.255 (9) 4.888 (3) 5.183 

4.408 (2) 4.320 (1) 5.008 (8) 5.070 (9) 4.757 

4.271 (5) 4.254【3) 5.249 (9) 5.119仁8) 4.554 

4.219 (5) 4.014 (2) 4.355 (6) 4.846 (9) 4.449 

3.911 (2) 4.179 (3) 4.692 (6) 5口76(9) 4.570 

4.322 (3) 4.106 (2) 4.419 (4) 4.623 (8) 4.574 

4.337 (4) 4.168 (3) 4.465 (6) 4.844 (8) 4.499 

5.093 (3) 5.322 (4) 6.423 (9) 5.647仁7) 5.402 

5.301 (2) 5.863 (5) 7.246 (9) 6.196 (7) 5.869 

また，単純な線形の相関関係も見られない。平均所得による地域の順位付けも

ジニ係数値による順位付けも年々変動しているが両者の動きには関連は見られ

ない。各年次についてスピアマンの順位相関係数 ρ を計算すると ρ=-0.25

~0.2583 と無相関といってよい数値である。 したがって，この研究で用いて

いる地域区分では，地域の平均所得水準と所得分布の不平等度との間に明確な

関係、は見出だせないようである。

一方，景気動向と所得分配との聞には，好況期には所得分配は不平等化，不

況期には平等イじという循環的な変動が見られると言われている。そこで，所得

増加率とジェ係数との関係主見てみよう。

勤労者世帯の年間収入の対前年増加率とジニ係数値およびジユ係数の前年の

値に対する変似値との聞の相関係数を計算するとじ第4表]のようになる。ジ

ヱ係数の前年のf直に対する変化値をとったのは，前年に対して所得分布が平等

化したのかそれとも不平等化したのかをみるためである。昭和49年以降の経験

は異常とも考えられるので，オイノレ・ショック以前の期間についてみると，家

計所得の対前年増加率とジ三係数との聞の関係は地域ごとに異なっている。北

海道と東海地方は所得増加率の高い年にはジニ係数が減少し，所得分布は平等
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第 4 衰

l -ジエ係数と成長率 i ジニ変じ値と成長率 ジニ係数

詞平面玄|名目成長率l-l百 五l

|一口 8878* I -0.8515キ -0.6986水 -0.9421* 11 0.4272 
北海道川高値 品川町 副部 川附 (0.21821;

-0.25口1 一口 1293 -0.1440 -0.1001 0.7544本

東北，{¥"，，，r¥，，)Q' 〆弓， ，̂ふれlzz zz r7lZEt l(0.55023) 1 (0.76口27) I (0.73364) 1 (0.81363) 11 (0.01169) 

関東|一04202|02222i 04剛 5!049印 JZ71珂
|(0.29997) 1 (0.59682) I (0.32019) 1 (且21133ρ4444)

|ー0.2117 1 -0.1584 1 0.2110 1 0.0721 11 0.3716 
北 陸 (0.61480) (0.7閉め|く0.n159め |(08問 5 刊誌421

._ 1 -0.8136キ -0.5460 1 -0.5357 -0.7171' 一日 281o
東 :0014ω) 即 日O〕 |(017123〕 1 〔00品29j (04湖町

! 1l11an 日 0.8523* 11 0.2692 
近畿 lidJE)|:引説 I(ふ吋 I(0訪問ll(uimめ

-0且060 1 0.3049 1 0.2725 1 ー0.15岨 0.5912*
中国 (0.9醐 2) I (附275) (0.51381) 件 71438パhcmm 
凶国 lJfお!〔of品1lJ3思 I(0出1(日;25

|臥6634* 1 -0.5790 0.1899 ー0.07四日 fi2:34*
九州 loo四 8〕|〔O出 57) I (0邸 241) (0.85089) (0.0品る

仁注〉 カッコ内D数値は有意水準

ホ印は10%以下で有意なもD

イヒの傾向をみせるのに対し，近畿および関東地方では逆の関係がみられるo そ

り他の地方では両者の問に明確な相関関係はみられなL、。

景気動向が地域の所得分配に与える琵響はその地域り就莱構造にも依存する

と考えられる。したがって，地域の所得上昇率と所得不平等後の関係主分析す

るには，産業構造の差異も考慮する必要があろう。

IV 地域間格差と地域内不平等

ある地域の経済的構祉水準は，その地域の平均所得水準が高い程，また地域
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昭和40-50

と成長率 ジニ変化値と成長率

実質成長率

0.3口51 0.1789 -0.7926事

(0.39135) (O.62OR9) I (0.00625) 

03 m ! 0仰 O*l 0.1295 
(0.29569) I (0.04025) (0.72142) 

0.1239 
(0.54590) (0.02906) (0.73313) 

0.0686 
(0.37990) (0.13211) (0.85073) 

(0.12648) (0口0172) I (0.00172) 

← 0.3109 0.1555 
(0.38201) (0.01173) (0.66794) 

(0.67557) (0口0122) I (0.63479) 

0叫 51l06附 i-0.0066 
(0.49494) I (0.06509) (0.98559) I 

(0.67492) (0.023田〉 (06山里 l

内で所得が均等に分布している程高

〈なると考えられる。それゆえ，地

域の経済的福祉水準の格差を問題と

するのであれば，平均所得の比較だ

けでは不十分であり，地域内での所

得分布の平等度をも同時に考慮しな

ければならない。

〔第3凶] は平均所得水準とジニ

係数による地域の順位付けを示した

ものである。これを見ると北海道は

この10年間を通じて，所得分布は最

も平等であるが，平均所得は 9地域

中最低である年が多いu 平均所得で

地域を順位付けると，多〈の年次に

ついて北海道は最下位になるが，平

均所得による順位と所得平等度の順

位とがこれ程かけ離れている場合に

平均所得をその地域の経済的福祉水

準の指標とは見なしえないであろう。

そこで，平均所得水準と所得平等度とをともに考慮する経済的福祉指標とし

て， t':のような加法的社会厚生関数による順位付けを考えてみよう。

W=  ~: U(y )f(y)dy (1) 

ここで U(・〕は個人の効用関数で，U'>O， U"くOを仮定する。 f(y)は y

の密度関数である17)。

この社会厚生関数は，比較しようとする所得分布の平均所得が等しい場合に

17) Jは最高所得で，有限の値をとるものと仮定する@
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Ht:40 

(1)聞東

(2) i!I犠

(3)東海

(4)中国

(5)北

(6)周回

(7)北海1萱
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第 122巻第3.4号

第 3 図

a) 平均所得の順位変動

44 46 48 

b) シニ係数による不平等度の順位変動

42 44 46 48 
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は μ ーレンツ曲線による所得平等度の順位付けと一致する順位付けを与える問。

そして平均所得が異なる所得分布を比較する場合にはローレンツ曲線にそれぞ

れの平均所得を乗じて得られる曲線が交叉しなければ，上方に位置する曲線に

18) これは Atkins叩 ，0ρ at において証明芯れているロ
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巨三~(1)

白 ω

" 

品子北1(3)

(5) 

対応する所得分布のほうが，下方に位置する曲

線に対応する分布よりも. (1)式による社会的厚

生の水準は高くなると結論できる19)。

ζの社会厚生関数で昭和50年度の地域別所得

分布を順位付けてみると L第 4図〕のようにな

る。図の中にカヅコを付け E示した数値は平均

所得による順位である。この年北海道の平均所

得は全国 9地域の中で最低であるが. (1)式によ

る社会的厚生は中位にあることがわかる。

この順位付けは(1)式の U 関数を具体的に特

定化せずに(ただし U'>o.[1"<0を仮定す

る〉得られたものであり，所得不平等度を考慮

する社会厚生関数であればこの順位付と矛盾す

ることはないという一般的なものである初)。 し

たがって〔第4図〕は平均所得をその地域の経

済的福祉水準の指標とは見なし得ないことを明確に示している。北海道地方の

社会的厚生は，所得不平等を考慮する社会厚生関数であれば，どのような関数

を用いようとも全国 9地域のなかで第5位であり，その他の順位はとり得ない

のである。また，東北地方はこの年，平均所得水準では第3位にラ γ クされて

いるが，地域内所得不平等を同時に考慮すれば，経済的福祉水準の相対的地位

はさほど向上していない。

19) ζの証明については綿貫 [1引を番照せよ。
20) 111式の社会厚生関数の「加法性Jは何ら制約的な仮定ではなく，ロ レンツ曲線が交互しない

場合には.(1)式によ石評価と，所得平等化を選好する加法的でない任意D社会厚生関数による評
価とは決して矛盾することはない。 これについては Dasgupta'=Sen=Starrett[2 ]および R。
thschild=Stiglitz (6Jを見よ。なお，個人の効用関数が所得だけでなく昔働(余曜〕にも依存す
る場合の加法的社会厚生関数の所得分配に対する合意を Sadka[7Jが分析している。 、
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V むすび

地域格差とは地域の経済的福祉水準の格差であり，問題を所得だけに限定す

れば経済的福祉水準は，地域の平均所得水準だけでなし地域内で所得がどの

ように分配されているかという所得不平等度にも依存する。それゆえ，地域所

得格差の問題は，平均所得水準と所得不平等度という 2つの視点から分析され

るべきである。筆者が乙の小論で強調したかったのは ζの論点である。従来の

研究のように，平均所得だけを比較する方法は，地域の福祉水準の比較として

は一面的でミスリーディングな分析と言わざるを得ない。

また，所得分布の ζの2つの側面を統 的に把えるものと Lて，前節でお ζ

なったような社会厚生的アプローチが有用ではないかと考えられる。なお，こ

のアプローチを採用する場合，個人の効用関数を完全に特定化しなければ，順

位が確定Lないケ スが存存じうる(たとえば， [第 4図〕の九州と四国のよ

うに〕。 しかしその場合には強いて順位を確定する必要はないとい弓のが筆者

の考えである21)0

最後にこの小論における分析の問題点をいくつか指摘しておきた九、

まず第 1に，この研究では資料の関係、から地域の単位として全面を 9ブロッ

クに分けたものを用いているが，乙れよりも小さな地域の単位(たとえば都道

府県)で分析を進めるほうがより明確な結果が得られるのではないかと考えら

れる。たとえば第3節で，地域の平均所得水準と所得不平等度との聞に明確な

関係が検出されなかったのは，いくつかの異質的な府県を 1つの地域に統合す

るアグリゲーションによって地域間でみかけだけの同質性が高まったためでは

ないかと思われる。

また，この研究では対象を勤労者世帯に限定し亡いるが，農家世情をも含め

21) これはアマーティアーセンが文献 [8)で表明した，所得分布の順位付けはl匹ずLも完全律

(completeness)をそなえる必要はないtc、う“quasi-ordering，~の立場である。 Sen， ο>P αt.，

chap. 3を参照。
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た全世帯の所得分布の地域間比較を試みる必要がある。さらに，地域の産業構

造がその地域の所得水準・所得不平等度とどのように関係しているかという問

題も検討されるべきであろう。
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